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●新築マンションの管理会社ランキング 

中部圏の新築マンションにおいて、売主が大手デベロッパーである物件の管理会社ランキングを見ると、2010 年

竣工の 1 位は「野村リビングサポート」の 422 戸だった。2015 年竣工の物件では、5 位の「三交コミュニティ」や 6 位

の「トヨタすまいるライフ」といった、中部圏に拠点を置く管理会社も登場した。売主に各グループ会社が JV として

参画している。2025 年竣工の物件の立地を見ると、名古屋市内で供給が集中する動きが強まっている。 

大手デベロッパー以外の物件における管理会社ランキングを見ると、2010 年竣工の 1 位は「名鉄不動産」となっ

た。大手デベロッパー関連の管理会社では、16位の「野村リビングサポート」と 18位の「東急コミュニティー」が、名

古屋市に加え、愛知県岡崎市、静岡市の物件で管理を受託していた。2020 年竣工のランキングでは、1 位の「グ

ローバルコミュニティ」が 2位と大きく差をつけた。受託した物件は全て名古屋市内、売主はオープンハウス・ディベ

ロップメントであった。売主が名古屋エリアのマンション市場で勢いを増したことに比例して、戸数を積み上げた形

である。ただし 2025 年竣工のランキングを見るとオープンハウス・ディベロップメントのグループ会社として新たに

誕生した「オープンハウス合人社コミュニティ」が 4 位につけており、同売主による物件の管理会社が分散している。 

東京カンテイ、中部圏における管理会社ランキングと管理費の推移を発表 

2025 年の新築・大手デベ以外の物件では「エスリード建物管理」が首位 

中古マンションは「名鉄コミュニティライフ」をはじめ地元企業が上位を維持 
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中古マンションにおける管理会社の変遷を見ていく。2010 年の竣工時から 2025 年の期間までランキングの内訳

に変化はなかった。2010 年に 1 位の「野村リビングサポート（野村不動産パートナーズ）」をはじめ、竣工時に受託

した管理物件を維持。同社の管理物件のうち 200 戸を超える大規模物件では、竣工時の㎡管理費が坪単価に対

して高い水準ではなく、その後の各期間で㎡管理費の上昇が確認できた。一方で、大規模タワーマンションにおい

て 2011 年～2015 年、2016 年～2020 年と連続して管理費が上昇したのち、2021 年～2025 年には下落するという

動きが見られた。当該物件はもともとの㎡管理費がやや高めに設定されていた。 

大手デベロッパー以外の物件では、「名鉄不動産（名鉄コミュニティライフ）」が全期間を通して 1 位となった。2 位

に「三交コミュニティ（三重交通コミュニティ）」が続き、中部圏に拠点を置く 2 社が上位を占める結果となった。各期

間において戸数の増減があった管理会社を見ていくと、2010 年の竣工時に 4 位だった「宝コミュニティサービス」

が、2011年～2015年には戸数・物件数の増加により順位が上昇した。管理会社の変更前後で管理費の変動は確

認できなかった。2016 年～2020 年には「三菱地所コミュニティ」が、「三菱地所丸紅住宅サービス」を吸収合併した

ことで順位が 3 位に上昇した。ただし同社に関しては、他に管理会社が移行した物件も見られた。当該物件は平

均専有面積が約 40㎡と単身～2人暮らしが想定される広さであり、竣工時の㎡管理費は坪単価に対して高く設定

されていた。2011 年～2015 年の期間に約 10％下落したものの、同社から管理会社が変わったタイミングでさらに

下落している。 

●2010 年竣工物件における管理会社ランキングの変遷 
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中部圏の㎡管理費は、2010 年の 148.9 円から 2025 年は 193.0 円と上昇しており、上昇率 29.6％となっている。対

坪単価比では 2010 年の 1.05 から 2025 年には 0.66 と変化した。三大都市圏では、15 年間で対坪単価比が 1.0 前

後から 0.7 前後へ低下しているが、その下げ幅は中部圏が最も大きい。つまり、中部圏ではマンション坪単価の上

昇に対して、㎡管理費の上昇が相対的に抑えられているという傾向が見られた。 

中部圏の集計結果は愛知県または名古屋市の影響を大きく受けているが、名古屋市における大手デベロッパー

の物件で㎡管理費が顕著に伸びている。ただし、名古屋市のマンションの㎡管理費は、水準として著しく高額なわ

けではない。名駅エリアのタワーマンションや、高級住宅地で目を引くマンションであってもおよそ 200～300 円台、

最高で 500 円台だった。確認できる限り、2020 年から 2025 年にかけての上昇は、これまで安かったエリアの底上

げが寄与しているものとみられる。 

中部圏の特徴である “一戸建て住宅志向”や“車社会”がマンション管理にも影響を与えていると考えられる。“一

戸建て住宅志向”については、一次取得層が「マンションか一戸建て住宅か」と悩む中で、管理費が比較材料にな

りやすい。管理費などは一戸建て住宅で発生する費用に上乗せされるものとして受け止められやすく、毎月ランニ

ング・コストが発生する負担感は小さくない。また“車社会”という点では、駐車場の多さが管理計画全体に影響し

ている。名古屋圏に限った話ではないが、管理費と駐車場の関係性は切り離せない。一戸建て住宅では、敷地内

にスペースがあれば駐車場代は発生しない。対して機械式駐車場（特にタワーパーキング）がある物件は車を持

っていなくても維持するだけで相当な管理費がかかる。名古屋市では厳しい駐車場付帯条例があり、マンションの

設計はもちろん、管理費設定にも一定の制約が生じているものとみる。特に“一戸建て住宅志向”の強いエリアで

は、販売の障壁となり得る購入層の感覚と、設備維持に必要な管理費設定のバランスが求められるのではないか。 

●新築マンション 主要エリア別の㎡管理費＆坪単価 


